
低炭素社会実現に向けたこれまでの歩み

カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
近年、世界中で地球温暖化の問題が強く意識されてきており、2015年に採択されたパリ協定を受けて、世界の主要国
で、2050年CO2などの温室効果ガス排出量ゼロ（ネットゼロ）が目標として示されています。日本国内でも2020年
10月にカーボンニュートラル宣言を行い、2050年におけるネットゼロを目指すことになりました。このカーボン
ニュートラルの実現に向けて、エネルギーとして利用するときにCO2を排出しない再生可能エネルギーの導入が世
界中で進められています。当社グループにおいても大量のエネルギーを使用し事業を営んでいます。長期的には脱炭
素の対応を重要課題に掲げ、中期的に廃棄物の有効利用、エネルギー化を検討し、短期的には太陽光発電設備の導
入、グリーン電力の購入によりカーボンニュートラル、脱炭素社会を目指します。

大阪有機化学工業グループ 人権方針
大阪有機化学工業グループ（以下、当グループ）の人権に関する

方針を以下のように定めました。この方針は、国連の国際人権章

典、および国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び

権利に関する宣言」を尊重し、「ビジネスと人権に関する国連指

導原則」に基づいて策定しており、事業活動における人権尊重の

責任を果たしていくための指針となるものです。

低炭素社会実現に向けた環境負荷低減の取り組みについ
ては、さまざまな省エネルギー活動を行っています。工場の
設備に関する各使用機器の高効率機器への更新や運用・
管理の改善、ボイラー周辺設備の改善、照明設備のLED化
および太陽光発電設備の導入などの実施により温室効果
ガスの排出の抑制に努めています。

● 神港有機化学 本社工場においては2024年度より購入グリーン電力にて運用しています。

●  2030年までは再生エネルギーの活用を進めながら、技術開発によるCO2削減策を模索し、目標達成を目指します。

● 2030年以降では、技術開発での貢献を増加させつつ、燃料切り替えやオフセットにより、カーボンニュートラルを目指します。

全社のCO2排出量把握（Scope1,2）とは別に、製品毎のCO2

排出量を把握する仕組みを構築し、一部の製品に対して製品
毎の排出量把握が可能になりました。

ライフサイクルアセスメント（LCA）対応状況
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当社グループにおけるCO2削減に向けた施策
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ステークホルダー・エンゲージメント

ステークホルダー 主な対話の方法・機会 主な対話窓口

●日々の営業活動
●Ｒ＆Ｄ/品質会議　4～5件/月
●品質監査　　　　 1件程度/月

お客様 営業部門
品質保証部門

●日々の調達活動
●サプライヤー監査　　　  1件程度/月
●技術・品質ミーティング　1～2件/月
●安全講習会（物流事業者対象）
　金沢工場/酒田工場/大阪事業所　各1回/年　

お取引先様
購買部門
エンジニアリング部門
品質保証部門
業務部門（運送関連）

●株主総会
●個人投資家向け説明会　東京・大阪　2回/年
●機関投資家向け説明会　電話会議　  2回/年
●ONE-on-ONEミーティング   30～40回/四半期
●事業報告書/有価証券報告書

株主・投資家 IR広報部門
経営企画部門

●従業員エンゲージメント調査    1回/年
●所属長との面談　6回/年
●入社3年内従業員との面談       1回/年
●社内報　2回/年（2023年）

従業員 総務部門
経営企画部門

●地域団体・イベントへの参加     3～5回/月
●大学との共同研究　3テーマ
●学生との対話 （客員准教授）

地域社会
事業所
技術部門
営業部門

■ステークホルダーエンゲージメントの取り組み

人権の尊重

本方針は、当グループ役員、従業員をはじめ、当グループで働くすべての人が対象です。また、当グループは、ビジネスパートナーやサプライヤー
に対しても、本方針への理解を求めるように働き掛けを行います。

適用範囲

苦情・通報等について、当グループは、当グループで働くすべての人を対象に「ホットライン窓口」を設け、お客様等を対象に、企業サイト内の「問い
合わせ窓口」を設けています。
当グループが人権に対する負の影響を引き起こした、あるいはこれに関与したことが明らかになった場合は、適切な手続きを通じてその救済に取
り組みます。

救済と是正

当グループは、リスク・コンプライアンス委員会の運用を通して、人権課題の発生リスク低減に取り組みます。

人権デューデリジェンス

当グループは、事業活動に関連する以下の人権課題への取り組みが、人権責任の重要な要素であると認識しています。

事業活動に関わる人権

当グループは、本方針が効果的に実行できるよう、役員と従業員に対して適切な教育を実施します。

人権方針の周知浸透・教育

●差別
当グループは、個人の人権と多様性（ダイバーシティ）を尊重します。
また、人種・性別・年齢・国籍・障がい・健康状態・性的指向・宗教など
の差別の排除に取り組みます。
●ハラスメント
当グループは、精神的、肉体的であるかを問わず、相手が不快と感じる
言動などによるハラスメントを認めません。
●強制労働、児童労働
当グループは、強制労働を行いません。また、国・地域毎の法令で定め
る就業年齢に達しない児童には労働をさせません。
●結社の自由と団体交渉権
当グループは、結社の自由および団体交渉権を尊重します。

●労働時間と賃金、労働安全衛生
当グループは、各国・地域において適用される、労働時間と賃金に関
する法令を遵守します。また、上限労働時間遵守、適切な休憩及び休
日の確保、従業員の安全と健康に配慮し、働きやすい職場環境づくり
に努めます。
●ビジネスパートナー・サプライチェーン
当グループは、ビジネスパートナーやサプライヤーに対しても、本方針
への理解を求めるように働き掛けを行います。
●地域社会
当グループは、当グループの事業活動が健康をはじめとし、地域社会に
おいて人権に影響を及ぼす可能性があることを認識しています。当グ
ループは、事業活動を行う地域社会において人権に対する責任を果た
し、持続可能な社会に貢献することを目指します。

制定日　2023年12月1日
大阪有機化学工業株式会社

代表取締役社長
安藤　昌幸
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